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（変更点は下線部） 

新 旧 

平成１８年８月３０日 

障発第０８３０００４号 

平成２４年９月２６日 

一部改正 障発０９２６第２号 

平成２５年３月２９日 

一部改正 障発０３２９第１３号 

平成２６年３月３１日 

一部改正 障発０３３１第４２号 

平成３１年３月２９日 

一部改正  障発０３２９第１９号 

令和２年３月３１日 

一部改正  障発０３３１第１８号 

 

 

 各都道府県知事  殿 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長     

 

 

サービス管理責任者研修事業の実施について 

 

 

 障害者自立支援法（平成 17年法律第 123号。平成 25年４月から障害者

平成１８年８月３０日 

障発第０８３０００４号 

平成２４年９月２６日 

一部改正 障発０９２６第２号 

平成２５年３月２９日 

一部改正 障発０３２９第１３号 

平成２６年３月３１日 

一部改正 障発０３３１第４２号 

平成３１年３月２９日 

一部改正  障発０３２９第１９号 

 

 

 

 

 各都道府県知事  殿 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長     

 

 

サービス管理責任者研修事業の実施について 

 

 

 障害者自立支援法（平成 17年法律第 123号。平成 25年４月から障害者



2 
 

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）及び児童福祉法

（昭和 22 年法律第 164号）に基づく障害福祉サービス等を実施する事業

者の指定に係る人員配置基準においては、個々のサービス利用者の初期状

態の把握や個別支援計画の作成、定期的な評価などの一連のサービス提供

プロセス全般に関する責任を担い、サービスの質の向上を図る観点から、      

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者（以下「サービス管理責

任者等」という。）の配置が規定されているところである。 

このサービス管理責任者等については、個々のサービス利用者の障害特

性や生活実態に関する専門的な知識や個別支援計画を作成・評価する等の

技術を持ち、さらには他のサービス提供職員に対する指導的役割が期待さ

れていることから、障害児者支援に関する一定の実務経験と併せて、規定

の研修カリキュラムの修了がその要件とされているところである。 

今般、サービス管理責任者等の質の向上を図る観点から、別添のとおり

「サービス管理責任者研修事業実施要綱」を改正し、平成 31 年４月１日 

から適用することとしたので、関係機関等に対し本事業の改正内容につい

て周知するとともに、本事業の円滑な運営について特段のご配慮をお願い

する。 

なお、サービス管理責任者等の要件については、別途通知することとし

ているので、ご了知願いたい。  

 

（別添） 

 

サービス管理責任者研修事業実施要綱 

 

１・２ 略 

 

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）及び児童福祉法

（昭和 22 年法律第 164号）に基づく障害福祉サービス等を実施する事業

者の指定に係る人員配置基準においては、個々のサービス利用者の初期状

態の把握や個別支援計画の作成、定期的な評価などの一連のサービス提供

プロセス全般に関する責任を担い、サービスの質の向上を図る観点から、      

サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者（以下「サービス管理責

任者等」という。）の配置が規定されているところである。 

このサービス管理責任者等については、個々のサービス利用者の障害特

性や生活実態に関する専門的な知識や個別支援計画を作成・評価する等の

技術を持ち、さらには他のサービス提供職員に対する指導的役割が期待さ

れていることから、障害児者支援に関する一定の実務経験と併せて、規定

の研修カリキュラムの修了がその要件とされているところである。 

今般、サービス管理責任者等の質の向上を図る観点から、別添のとおり

「サービス管理責任者研修事業実施要綱」を改正し、平成 31 年４月１日

から適用することとしたので、関係機関等に対し本事業の改正内容につい

て周知するとともに、本事業の円滑な運営について特段のご配慮をお願い

する。 

なお、サービス管理責任者等の要件については、別途通知することとし

ているので、ご了知願いたい。  

 

（別添） 

 

サービス管理責任者研修事業実施要綱 

 

１・２ 略 
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３ サービス管理責任者研修 

（１）サービス管理責任者基礎研修 

① 略 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表１のとおりとする。 

なお、別表１の標準カリキュラムは、別表５と共通の内容とする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

（２）サービス管理責任者実践研修 

① 略 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表２のとおりとする。 

なお、別表２の標準カリキュラムは、別表６と共通の内容とする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

（３）サービス管理責任者更新研修 

① 略 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表３のとおりとする。 

なお、別表３の標準カリキュラムは、別表７と共通の内容とする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

（４）サービス管理責任者専門コース別研修 

① 研修対象者 

上記（１）の研修対象者 

② 研修カリキュラム 

３ サービス管理責任者研修 

（１）サービス管理責任者基礎研修 

① 略 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表１のとおりとする。 

なお、別表１の標準カリキュラムは、別表４と共通の内容とする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

（２）サービス管理責任者実践研修 

① 略 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表２のとおりとする。 

なお、別表２の標準カリキュラムは、別表５と共通の内容とする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

（３）サービス管理責任者更新研修 

① 略 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表３のとおりとする。 

なお、別表３の標準カリキュラムは、別表６と共通の内容とする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 
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標準的な研修カリキュラムは、別表４のとおりとする。 

なお、別表４の標準カリキュラムは、別表８及び相談支援従事者研

修事業の実施について（平成 18年４月 21日障発第 0421001号。以下

「相談支援従事者研修事業通知」という。）別表３の６と共通の内容

とする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

 

４ 児童発達支援管理責任者研修 

（１）児童発達支援管理責任者基礎研修 

① 略 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表５のとおりとする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

（２）児童発達支援管理責任者実践研修 

① 略 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表６のとおりとする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

（３）児童発達支援管理責任者更新研修 

① 略 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表７のとおりとする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 児童発達支援管理責任者研修 

（１）児童発達支援管理責任者基礎研修 

① 略 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表４のとおりとする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

（２）児童発達支援管理責任者実践研修 

① 略 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表５のとおりとする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

（３）児童発達支援管理責任者更新研修 

① 略 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表６のとおりとする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、
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必要な科目を追加することは差し支えない。 

（４）児童発達支援管理責任者専門コース別研修 

① 研修対象者 

上記（１）の研修対象者 

② 研修カリキュラム 

標準的な研修カリキュラムは、別表８のとおりとする。 

なお、別表８の標準カリキュラムは、別表４及び相談支援従事者

研修事業通知別表３の６と共通の内容とする。 

また、地域性、受講者の希望等を考慮して時間数を増やすことや、

必要な科目を追加することは差し支えない。 

 

５・６ 略  

  

７ 実施上の留意点 

（１）研修日程等 

① 略 

② 別表１及び別表５の研修カリキュラム、別表２及び別表６の研修

カリキュラム、  別表３及び別表７の研修カリキュラム並びに別

表４、別表８及び相談支援従事者研修事業通知別表３の６の研修カ

リキュラムは、それぞれ共通の内容であることから、開催日程、開

催場所、定員等の規模等の設定について適切に配慮することを前提

に、サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者の研修を同一

の日程等で研修を行うことは差し支えない。 

（２）・（３） 略 

 

８ 略 

必要な科目を追加することは差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５・６ 略  

  

７ 実施上の留意点 

（１）研修日程等 

① 略 

② 別表１及び別表４の研修カリキュラム、別表２及び別表５の研修

カリキュラム並びに別表３及び別表６の研修カリキュラム         

４、別表８及び相談支援従事者研修事業通知別表３の６     

リキュラムは、それぞれ共通の内容であることから、開催日程、開

催場所、定員等の規模等の設定について適切に配慮することを前提

に、サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者の研修を同一

の日程等で行うことは差し支えない。 

（２）・（３） 略 

 

８ 略 
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９ 指定研修事業者の指定 

都道府県知事による指定研修事業者の指定は、都道府県の区域ごと

に、その指定を受けようとする者の申請により、次に掲げる要件を満た

すと認められる者について、当該都道府県知事が行う。 

（１）略 

（２）事業内容に関する要件 

① 略 

② 研修カリキュラムが、別表１から別表８までに定めるカリキュラ

ムの内容に従ったものであること。 

（３）・（４）略 

 

10・11 略 

 

 

（別表１）～（別表３） 略 

 

（別表４） 

「サービス管理責任者専門コース別研修」標準カリキュラム 

１．意思決定支援 

科 目 獲 得 目 標 内 容 時間数 

１．意思決定支援の必要性（講義及び演習） 

意思決定支援の必

要性（講義及び演

習） 

意思決定支援につ

いて、具体的な事

例の検討を通じ

て、その必要性を

理解する。 

・好事例の検討 

・課題事例の検討 

１．０ 

 

９ 指定研修事業者の指定 

都道府県知事による指定研修事業者の指定は、都道府県の区域ごと

に、その指定を受けようとする者の申請により、次に掲げる要件を満た

すと認められる者について、当該都道府県知事が行う。 

（１）略 

（２）事業内容に関する要件 

① 略 

② 研修カリキュラムが、別表１から別表６までに定めるカリキュラ

ムの内容に従ったものであること。 

（３）・（４）略 

 

10・11 略 

 

 

（別表１）～（別表３） 略 
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２．意思決定支援の概要と意思決定支援ガイドライン（講義） 

意思決定支援とは

（講義） 

意思決定支援に

おける定義や基

本的考え方を理

解する。 

・支援付き意思決定と代理代

行決定の枠組みと基本的姿

勢 

・エンパワメント型支援とレ

スキュー型支援 

１．０ 

意思決定支援ガイ

ドラインの構造

（講義） 

障害福祉サービス

等の提供に係る意

思決定支援ガイド

ラインを理解す

る。 

・意思決定支援ガイドライ

ンの概要 

・他の意思決定支援ガイド

ラインとの関係性 

３０分 

３．意思決定支援ガイドラインの実践（講義又は演習） 

意思決定に向けた

支援プロセス①（演

習） 

意思決定支援を実

践する際のプロセ

ス及びその留意点

を理解する。 

・意思決定支援会議の実践に

向けた働き掛け 

・選好や価値観を発見・収集

するための本人面談 

・意思決定支援会議の実践 

２．０ 

意思決定に向けた

支援プロセス②（講

義又は演習） 

意思決定支援の実

践における支援付

き意思決定から代

理代行決定への移

行場面について理

解する。 

・意思決定能力アセスメント 

・意思と選好に基づく最善の

解釈（意思推定） 

・最善の利益に基づく代理代

行決定 

・支援付き意思決定の限界と代

理代行決定の限界 

３０分 

意思決定支援上の

情報収集と記録化

（演習） 

意思決定を支援す

るための情報収集

及び記録化の必要

性及びその技術を

理解する。 

・意思決定支援ツールを活用

したロールプレイ等 

１．０ 
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合 計 ６ 

 

（別表６） 

（別表７） 

（別表８） 

「児童発達支援管理責任者専門コース別研修」標準カリキュラム 

１．意思決定支援 

科 目 獲 得 目 標 内 容 時間数 

１．意思決定支援の必要性（講義及び演習） 

意思決定支援の必

要性（講義及び演

習） 

意思決定支援につ

いて、具体的な事

例の検討を通じ

て、その必要性を

理解する。 

・好事例の検討 

・課題事例の検討 

１．０ 

２．意思決定支援の概要と意思決定支援ガイドライン（講義） 

意思決定支援とは

（講義） 

意思決定支援に

おける定義や基

本的考え方を理

解する。 

・支援付き意思決定と代理代

行決定の枠組みと基本的姿

勢 

・エンパワメント型支援とレ

スキュー型支援 

１．０ 

意思決定支援ガイ

ドラインの構造

（講義） 

障害福祉サービス

等の提供に係る意

思決定支援ガイド

ラインを理解す

る。 

・意思決定支援ガイドライ

ンの概要 

・他の意思決定支援ガイド

ラインとの関係性 

３０分 

３．意思決定支援ガイドラインの実践（講義又は演習） 

 

 

（別表５） 

（別表６） 
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意思決定に向けた

支援プロセス①（演

習） 

意思決定支援を実

践する際のプロセ

ス及びその留意点

を理解する。 

・意思決定支援会議の実践に

向けた働き掛け 

・選好や価値観を発見・収集

するための本人面談 

・意思決定支援会議の実践 

２．０ 

意思決定に向けた

支援プロセス②（講

義又は演習） 

意思決定支援の実

践における支援付

き意思決定から代

理代行決定への移

行場面について理

解する。 

・意思決定能力アセスメント 

・意思と選好に基づく最善の

解釈（意思推定） 

・最善の利益に基づく代理代

行決定 

・支援付き意思決定の限界と代

理代行決定の限界 

３０分 

意思決定支援上の

情報収集と記録化

（演習） 

意思決定を支援す

るための情報収集

及び記録化の必要

性及びその技術を

理解する。 

・意思決定支援ツールを活用

したロールプレイ等 

１．０ 

合 計 ６ 

 

 

（別紙１）～（別紙４） 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙１）～（別紙４） 略                                       

 


